
平成２１年度「新たな公」によるコミュニティ創生支援 

モデル事業の選定結果概要について 

 

 官民の多様な主体が協働し、地域資源を活用してコミュニティを創生しようとする活動を支援する

ため、標記モデル事業の提案を公募していたところ（公募期間３/２７～４/８）ですが、全国から１４３

件の応募があり、下記の通り、１２１件を選定しました。 

 

記 

 

１．選定された提案の特徴 

 今回のモデル事業は、人口減少や高齢化の進展によりコミュニティ機能が低下している地域にお

ける「新たな公」の取り組み等を中心に支援していくこととしておりますが、全国から独創的、先導的

なアイデアが多数寄せられ、選定された提案の実施を通して、コミュニティ創生に向けた新たな展

開が広がると期待されます。 

 選定された提案の地域を見ると、基礎的条件の厳しい過疎集落等における、高齢者の見守り等

の過疎集落等における社会サービスの維持・強化に関する活動、都市部等と連携した水源地、森

林等の適切な管理に関する活動、地域の自然・伝統文化資源を活用したリピーター型の都市と農

村の交流等の地域間交流を行う活動、それらの活動を行う人材の育成、マッチング、専門知識に

よるアドバイス等により地域づくり活動を中間的に支援する活動など、地域の事情に即した提案が

多く見られました。 

 

 （参考）選定された提案の数（地域ごと） 

地域 選定された提案数 地域 選定された提案数

北海道 ７件 近畿地方 １8 件 

東北地方 １４件 中国地方 １２件 

北陸地方 ９件 四国地方 ７件 

関東地方 ２１件 九州地方 １8 件 

中部地方 １３件 沖縄 ２件 

    （地方の区分は、国土交通省地方整備局の所管区域に基づく。） 

 

２．選定方法等 

 選定にあたっては、コミュニティ創生等に関連する分野の専門家など外部の有識者による審査委

員会において、地域課題把握の的確性、地域社会における協働性、先進性・チャレンジ性、モデ

ル性、重点分野の適合性、コミュニティ創生の実効性、活動の持続可能性などの観点から審査し、

選定しました。 
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